
６．重要な債務負担行為
当事業年度に契約を締結し、翌期以降に支払いが発生する重要なものは以下のとおりである。

（単位：千円）

契 約 名 称 契約の相手方 契約金額
翌期以降支払金額

一年以内 一年超

三重大学医学部附属病院エネルギー
センター新営その他工事

株式会社竹中工務店 407¶400 244¶440 `

三重大学医学部附属病院エネルギー
センター新営電気設備工事

北陸電気工事株式会社 414¶750 248¶850 `

三重大学医学部附属病院エネルギー
センター新営機械設備工事

株式会社テクノ菱和 661¶500 396¶900 `

三重大学医学部附属病院基幹・環境
整備（給水設備）工事

株式会社明電舎 75¶337 45¶202 `

三重大学医学部附属病院基幹・環境
整備（電話設備）工事

西日本電信電話株式会
社

114¶450 68¶670 `

三重大学上浜団地基幹・環境整備
（特高受変電設備）工事

日新電機株式会社 417¶900 417¶900 `

三重大学医学部附属病院ＲＩライ
ナック室]改修工事

株式会社竹中工務店 23¶100 23¶100 `

高精度放射線治療システム一式 株式会社中部メディカ
ル

738¶150 738¶150 `

合 計 2¶852¶587 2¶183¶212 `
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４．賞与引当金及び見積額の計上基準
賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金は計上
しない。
なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末
の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上している。
５．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金
は計上しない。
但し、運営費交付金により財源措置がなされない教職員については退職給付に備えるため、当
該事業年度末における自己都合要支給額により計上している。
なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準
第35に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上している。
６．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券
償却原価法（定額法）

７．たな卸資産の評価基準及び評価方法
医薬品及び診療材料
評価基準 低価法
評価方法 移動平均法
但し、当分の間、評価方法は最終仕入原価法による。
貯蔵品
評価基準 原価法
評価方法 最終仕入原価法

８．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法
近隣の地代や賃借料等を参考に計算している。

] 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
1•395％（平成22年３月31日における10年もの国債の利回り（10年国債（新発債）の利回り）
で計算している。

９．リース取引の会計処理
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっている。
また、リース期間の中途において契約を解除することができないオペレーティング・リース取
引の未経過リース料は以下のとおり。
\ 貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 12¶960千円
] 貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 195¶120千円

10．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。

Ó．注記事項
１．財務諸表全般
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。
但し、利益の処分に関する書類（案）については、円単位で表示している。

２．貸借対照表関係
\ 運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額 11¶986¶028千円
] 当期の運営費交付金により財源措置が手当されない引当外賞与見積額 893¶445千円
^ 保証債務の金額 4¶644¶247千円
_ 担保に供している資産（土地） 8¶975¶850千円
上記に対応する債務残高 9¶672¶272千円

３．損益計算書関係
運営費交付金収益（臨時利益）
国立大学法人会計基準第77第３項の規定に基づき、運営費交付金債務の残高を全額収益に振り
替えた額である。
４．キャッシュ・フロー計算書関係
\ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金 9¶797¶480千円
うち定期預金 1¶010¶000千円
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資金の期末残高 8¶787¶480千円
] 重要な非資金取引
無償譲与による資産の取得 125¶871千円
ファイナンス・リースによる資産の取得 110¶378千円

５．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係
国又は地方公共団体からの出向職員に係る引当外退職給付増加見積額は、47¶211千円である。
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